
当院精神科病棟に勤務する看護師における

社会福祉サービスの認知状況の実態

一看護師の社会福祉サービスの認知度に関してのアンケート調査を通してー
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サービスおよびその他の各支援サービス 24項目に

ついての認知を択一法で尋ねた。

4)調査方法

アンケートを当院精神科病棟において勤務する看

護師に配布し、回収は記入してもらった後、設置し

た回収ボックスに投函してもらう方法とした。

対象者 24名に対しアンケートを配布し、回収

は24通 (100.0%)の回収率はであった。また、

2005年度に調査した患者・家族の各支援サーピス

における認知度との比較をした。

5)倫理的配慮

対象者に研究の主旨、自由意志での参加、またア

ンケート調査の結果は研究以外の目的には使用しな

いこと、個人を特定できないように処理しプライパ

シーの保護に努めること説明し、同意在得た。

3.結果

各支援サービス 24項目の総和での認知度につ

いて、看護師では、職業支援サービス (37.5%)・

生活支援サービス (57.7%)・経済支援サービス

(33.9%)・その他の支援サービス (8.3%)となり、

全体を通して (32.4%)であった。

患者・家族では、職業支援サービス (22.7%)・

生活支援サービス (40.9%)・経済支援サーピス

(27.3%)・その他の支援サービス(13.6%)となり、

全体在通じて (26.1%)で、あった。(図 1~図 4) 。

職業支援サーピスでは、患者・家族の回答と開様

に一般的にも知られるハローワーク 19名 (79.2%)

と最も高い認知度在示したが、職業授産施設 8名

(33.3%)や福祉工場 5名 (20.8%)にとどまった。

職業全体を通した認知度は 37.5%と患者・家族を

1.はじめに

今日の精神保健福祉施策の基本的な考え方は、退

院や社会復帰を目指すことである。 2002年に掲げ

られた新障害者基本計画の重点施策実施 5ヶ年計

画は「在宅サービスの充実」や「住まいや活動の場

等の確保」の目標を具体的にあげているに入院医

療主体から地域医療在中心としたあり方への転換期

を向かえているが、当院精神科病棟では再入院や長

期入院が多くなっており地域医療への転換が図れて

いないのが現実である。

入院医療主体から地域医療への転換を図り、再入

院や長期入院の予防には、当院精神科病棟に入院中

の患者・家族が社会福祉サービス者有効かつ適切に

利用することが必要である。そこで、患者・家族に

おける社会福祉サービスの認知・情報源・利用状況

について実態を調査し、現状では、十分に社会福祉

サービスが普及しているといえる状況ではなく、入

院中に病院からの情報提供が十分に行われていない

ことが明らかになった。

今回の研究では、有効かつ適切な情報提供ができ

うる状態にあるのかについて検討するために、入院

中に病院からの社会福祉サービスについての情報提

供する立場である看護師の認知状祝の調査した。

2.研究方法

1)期間

平成 18年 5月 15日~同年6月5日

2)対象

当院精神科病棟に勤務する看護師 24名

3)調査内容

職業支援サービス・生活支援サービス・経済支援
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15%程度上回った。

生活支援サービスでは、以前に当院精神科病棟

において実施されていたこともありデイケア 23名

(95.8%)と最も高い認知度を示した。ついで保健

所 19名 (79.2%)・ホームヘルプサービス 16名

(62.5%)と高い認知度となった。生活支援サーピ

ス全体を通した認知度は 57.7%となり、他の支援

サービスと比較して最も高く、患者・家族を 20%

程度上回った。

経済支援サーピスでは、生活保護 18名 (75.0%)

をはじめとして障害者年金手帳の取得 13名

(54.2%)・障害者年金 11名 (45.8%)と患者・家

族と同様の項目で他よりも高い認知度を示した。経

済支援サービス全体を通した認知度は 33.9%と患

者・家族を 7%程度上回った。

その他の支援サービスでは、当院精神科病棟でも

取り組む退院促進事業6名(25.0%)の認知度があっ

たのみで地域福祉権利擁護事業では“知っている"

と回答した者はなかった。その他の支援サービス全

体の認知度は 8.3%と、患者・家族と同様に 10%

前後にとどまった。

4.考察

看護師の各支援サーピスに対する認知度は、患者・

家族の認知度と比較すると全体を通して 10%程度

上回るのみ結果となった。また、各 24項目ごとの

認知度で比較すると各々で認知度の高い項目と低い

項目は同様であり、違いはA病院精神科病棟でも取

り組まれたこともあるデイケア・退院促進事業にお

いて差異を認める程度であった。患者及びその家族

と比較すると、看護師のほうが若干の知識を持ち合

わせているが大きな差異はないとの結果であった。

以前よりの研究において、患者・家族が各支援サー

ビスで、入院期間中に情報を得た者は少なく、情報

源となったものにも職業は保健所、生活は市役所、

経済は病院と各支援サービスに情報源に偏りがある

ことも明らかになっていた。

畑らは「社会資源へのアクセス老整備するなど、

社会資源を適切に利用できるような配慮も必要であ

るJ2) と述べている。また、守屋らは、「精神病院

の看護者の役割として、入院時より退院後、どのよ

うな支援サーぜスや関わりが必要かを解釈・分析を

行い、アセスメントして関連機関へ働きかけ、連携

を図る中心的存在として活動していく必要があるJ

3) と述べている。したがって、患者・家族の社会

福祉サービスについての認知度を向上させ、十分か

つ適切な利用者図るためには、入院期間中に社会福

祉サービスについての情報を提供し、保健所・市役

所・病院などの各機関の連携を図るコーディネー

ターとしての役割が必要であると考えた。当院精神

科病棟では、その役割を担うものは l名のケース

ワーカーが在院するのみであり、その 1名のケー

スワーカーのみでは病棟全体を把握し、各支援サー

ビスの有効な利用につなげることは困難である。そ

こで、その役割を担うのは、普段から患者の 1番近

くLこいて患者自身をよく知る看護師が適任であると

考えられた。

しかし、退院促進事業にかかわる知識をもった一

部の看護師を除くと、社会福祉サーピスについての

情報を提供し有効な利用につなげるには看護師が十

分な認知度をもっとはいえられない状態であった。

患者及び家族の支援サービスに対する自己決定の

選択の幅を広げ、有効かつ適切な社会福祉サービス

の利用につなげていくためには看護師の果たす役割

は大きくなる。しかし実際には、看護師の知識不足

および情報提供する機会の不足が原因で、患者及び

家族に十分な社会福祉サービスについての情報提供

できていなかったことが露呈される結果であった。

そのため、看護師の社会福祉サービスに対する知

識の共有及び向上のための教育、さらには退院促進

への意識づけに努めることが、再入院や長期入院在

予防し地域医療への転換を図っていくための今後の

大きな課題である。

5.結論

看護師の知識不足であった。そのために患者への

情報提供が不足している可能性がある。

今後、看護師が各支援をつなぐコーディネーター

としての役割を果たし、社会福祉サービスを有効か

っ適切に利用につなげ再入院や長期入院を予防し地

域医療への転換を図っていくためには、看護師の社

会福祉サーピスに対する知識の共有及び向上のため

の教育、さらには退院促進への意識づけに努めるこ

とが必要となってくる。
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図3 経済支援サービスに関する認知度
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図4 その他の支援サービスに関する認知度

ロ知っている図知らない

n
O
 

4
E
ム




